
（別記第１号様式）  
                                                           　  令和    年    月    日　

  東　京　都　知　事　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　住  　所 
                                   　 　　　名　  称　
　　　　　                              　　代表者名　　          　　  　    印
令和　年度商店街災害復旧等事業費補助金交付申請書
　商店街災害復旧等事業費補助金交付要綱第６条第１項の規定に基づき、上記補助金の交付について下記のとおり、関係書類を添えて申請します。
                                          記
１．補助事業に要する経費及び補助金交付申請額

（１）　補助事業に要する経費






円
（２）　補助金交付申請額







円
２．補助事業の内容及び補助事業に要する経費の配分
　　　（別紙１「補助事業計画書」のとおり）
３．補助事業完了予定期日


令和　　 年　　月　　日
（注１）消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額して申請する場合は、次の算式を明記すること。
補助金所要額－消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額＝補助金交付申請額
（注２）本様式は、日本工業規格Ａ４判とすること。
（別紙１）

補助事業計画書

事業内容

１　補助事業者の概要

２　商店街災害復旧等事業費補助金の対象とする施設・設備等の名称、施設・設備等ごとの復旧事業の内容及び所要額
（１）施設・設備等の名称

（２）施設・設備等の復旧事業の内容及び所要額
①復旧事業の内容

②所要額


　　　　円

　　　※　復旧事業を行う施設・設備が複数ある場合はそれごとに（１）及び（２）を記入するとともに、所要額の合計を記載すること
経費の配分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	
	補助事業に
要する経費
	補助対象経費
	負　担　区　分
	備　考

	
	
	
	補助金
交付申請額
（１／２以内）
	自己負担額
	

	
	
	
	
	
	


（別紙２）　　　　　　　
                                                            令和    年    月    日　
 東　京　都　知　事　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）　
　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　

　名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　

　代表者　　　　　　　　　　　　　　印　　
暴力団排除に関する誓約書
当団体は、補助金の交付の申請をするに当たって、また、補助事業の実施期間内及び完了後においては、下記のいずれにも該当しないことを誓約いたします。
なお、この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。
記
(１) 団体が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき又は団体の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。
(２) 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。
(３) 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。
(４) 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有しているとき。
(別紙３)　　　　
令和　　年　　月　　日
東　京　都　知　事　　殿
　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公共団体名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
※原則として首長の公印が必要です。
地方公共団体からの支援表明書

	補助事業名
	

	補助事業者名
	


	地方公共団体名
	
	住所
	

	担当部署
	
	担当者名
	

	電話番号
	
	メールアドレス
	


	１．当該区市町村における補助事業者（商店街等）の役割・重要性について【必須】

	

	２．今回の復旧事業に対する区市町村の支援内容について【必須】

	金銭的支援
	

	人的支援
	

	その他の支援
	

	３．今回の復旧事業に対する意見等【任意】

	


(別紙４)　　　　　　　　 
　令和　　年　　月　　日　
東　京　都　知　事　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）　

　住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　

　名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　

　代表者　　　　　　　　　　　　　　印　　

受領（見込み）保険金等に関する誓約書
令和元年台風第１９号による災害のため損壊若しくは滅失又は継続的に使用することが困難となったもののうち、商店街災害復旧等事業費補助金の交付の対象となる施設・設備等に対して支払われる保険金等（以下「保険金等」という）は、以下のとおりであることを誓約します。
１　保険金等の有無
	保険金等の有無

	
	保険金等の受領（予定）は、一切ありません。

	
	保険金等の受領（予定）は、以下の「２　受領（見込み）の
保険金等」のとおりです。


· 該当する方に「〇」を記入してください。
２　受領（見込み）の保険金等
	保険会社名
	証券番号
	受領（見込み）
年月日
	受領（見込み）
保険金等の額
	保険対象範囲
（認定時の記号及びNo.）

	
	
	
	円
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※行が不足する場合は、適宜、別紙を作成するか、行を追加してください。

※本書に記載の保険金等がわかる書類（明細書、契約書など）を添付してください。
※施設・設備ごとの保険金額の内訳がない場合は、「保険対象範囲」を空欄としてください。

（別記第２号様式）                                                      第          号
                                                          　　 令和     年    月    日
（補助事業者の名称）
　　殿
                                                東京都知事　　　　　　　印　
令和　年度商店街災害復旧等事業費補助金交付決定通知書
　令和　　年　　月　　日付け第　　号をもって申請のありました令和　　年度商店街災害復旧等事業費補助金については、商店街災害復旧等事業費補助金交付要綱第７条第１項の規定に基づき、下記のとおり交付することに決定しましたので通知します。
記
１　補助金の交付の対象となる事業の内容は、令和　　年　　月　　日付け第　号で申請のありました令和　年度商店街災害復旧等事業費補助金交付申請書（以下「交付申請書」という。）記載のとおりとします。
２　補助事業に要する経費、補助対象経費及び補助金の額は、次のとおりとします。ただし、補助事業の内容が変更された場合における補助事業に要する経費及び補助金の額については、別に通知するところによるものとします。
　　補助事業に要する経費　　　金　　　　　　　　　　　円
　　補助対象経費　　　金　　　　　　　　　　　円
　　補助金の額　　　金　　　　　　　　　　　円
３　補助金の額の確定は、補助対象事業に要した実支出額に補助率を乗じて得た額又は補助金の交付決定額のいずれか低い額の合計額とします。
４　補助事業者は、交付要綱の定めるところに従わなければなりません。
５　補助金に係る消費税及び地方消費税相当額については、交付要綱の定めるところにより、消費税及び地方消費税仕入控除税額が明らかになった場合には、当該消費税及び地方消費税仕入控除税額を減額することとなります。
（注）本様式は、日本工業規格Ａ４判とすること。
（別記第３号様式）
                                                                    番          号
                                                           令和     年    月    日
  東　京　都　知　事　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　住  　所 

                                   　 　　　名　  称　

　　　　　                              　　代表者名　　          　　  　    印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　   
令和　　年度商店街災害復旧等事業費補助金交付申請取下届出書
令和　　年　　月　　日付け第　　号をもって交付決定通知があった上記補助金について、商店街災害復旧等事業費補助金交付要綱第８条の規定に基づき、下記の理由により交付申請の取下げを届け出ます。
記
交付申請取下理由：
（注）本様式は、日本工業規格Ａ４判とすること。
（別記第４号様式）  
                                                        　　　　令和   年    月    日

  東　京　都　知　事　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　住  　所 

                                   　 　　　名　  称　

　　　　　                              　　代表者名　　          　　  　    印
令和　年度商店街災害復旧等事業費補助金に係る補助事業の内容（経費の配分）の変更承認申請書
　令和　　年　　月　　日付け第　　号をもって交付決定通知があった上記の補助事業の内容（経費の配分）を下記のとおり変更したいので、商店街災害復旧等事業費補助金交付要綱第１０条第１項の規定に基づき承認を申請します。
                                          記
１．変更の理由

２．変更の内容

（１）補助事業の内容
	変　　更　　前
	変　　更　　後

	
	


　（注１）補助事業計画書に準じて記入のこと。

　（注２）本様式は、日本工業規格Ａ４判とすること。

（２）経費の配分

　商店街災害復旧等事業費補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	補助事業に

要する経費
	補助対象経費
	負担区分
	備考

	
	
	補助金申請額
	自己負担額
	

	変更前
	変更後
	変更前
	変更後
	変更前
	変更後
	変更前
	変更後
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	


（３）補助事業完了予定期日

　　　　　　　　　変更前　　　　　　　　　年　　　月　　　日

　　　　　　　　　変更後　　　　　　　　　年　　　月　　　日

（別記第５号様式）
                                                                    番          号
                                                            令和　　年    月    日
（補助事業者の名称）

　　殿
                                                東京都知事　　　　　　　　印　
令和　年度商店街災害復旧等事業費補助金に係る
補助事業の内容（経費の配分）の変更承認通知書
　令和　　年　　月　　日付け第　　号をもって交付決定の通知し、令和　　年　　月　　日付け第　　号をもって補助事業の内容（経費の配分）の変更承認申請のあった上記補助金については承認しましたので、商店街災害復旧等事業費補助金交付要綱第１０条第２項の規定に基づき、下記のとおり通知します。
記
　（注）本様式は、日本工業規格Ａ４判とすること。
（別記第６号様式）  
                                                             令和    年    月    日

  東　京　都　知　事　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　住  　所 

                                   　 　　　名　  称　

　　　　　                              　　代表者名　　          　　  　    印
令和　　年度商店街災害復旧等事業費補助金に係る補助事業の中止（廃止）承認申請書
　令和　　年　　月　　日付け第　　号をもって交付決定通知があった上記の補助事業を下記の理由により中止（廃止）したいので、商店街災害復旧等事業費補助金交付要綱第１１条の規定に基づき承認を申請します。

                                          記
１　中止（廃止）する理由
２　中止の期間（廃止の期間）
（注）本様式は、日本工業規格Ａ４判とすること。

（別記第７号様式）  
                                                             令和　  年    月    日

  東　京　都　知　事　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　住  　所 

                                   　 　　　名　  称　

　　　　　                              　　代表者名　　          　　  　    印
令和　　年度商店街災害復旧等事業費補助金に係る補助事業の事故報告書
　令和　　年　　月　　日付け第　　号をもって交付決定通知があった上記の補助事業について、下記のとおり事故があったので、商店街災害復旧等事業費補助金交付要綱第１３条の規定に基づき報告します。

                                          記
１　補助事業の進捗状況

２　同上の要した経費

３　事故の内容及び原因

４　事故に対する措置

５　補助事業の遂行及び完了の予定
（注）本様式は、日本工業規格Ａ４判とすること。

（別記第８号様式）  
                                                              令和     年    月    日

  東　京　都　知　事　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　住  　所 

                                   　 　　　名　  称　

　　　　　                              　　代表者名　　          　　  　    印
令和　　年度商店街災害復旧等事業費補助金に係る補助事業の遂行状況報告書
　令和　　年　　月　　日付け第　　号をもって交付決定通知があった上記の補助事業の遂行状況を商店街災害復旧等事業費補助金交付要綱第１４条の規定に基づき報告します。

                                          記
（金額単位：円）

	補助金交付決定
	概算払年月日
	概算払金額
	事業遂行状況

	通知年月日
	通　知　額
	
	
	

	
	
	
	
	


（注）本様式は、日本工業規格Ａ４判とすること。
（別記第９号様式）  
                                                              令和    年    月    日

  東　京　都　知　事　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　住  　所 

                                   　 　　　名　  称　

　　　　　                              　　代表者名　　          　　  　    印
令和　　年度商店街災害復旧等事業費補助金に係る補助事業の実績報告書
　令和　　年　　月　　日付け第　　号をもって交付決定通知があった上記の補助を完了（廃止）しましたので、商店街災害復旧等事業費補助金交付要綱第１５条第１項の規定に基づき報告します。

                                          記
１　商店街災害復旧等事業費補助金支出表　　　　　（単位：円）
	補助事業に
要した経費
	補助対象

経費
	負担区分
	備考

	
	
	補助金額
	自己負担額
	

	
	
	
	
	


　（注）１．実績報告書において、次の算式を明記すること。
　　　　　　　補助金所要額－消費税等仕入控除税額＝補助金額
　　　　２．本様式は、日本工業規格Ａ４判とすること。
２　取得財産等

　　別紙「取得財産等管理台帳」のとおり

（別紙）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　取得財産等管理台帳

　　　　　　　　　　　　

	区　分
	財産名
	規　格
	数　量

(面積)
	単　価
	金　　額
	取得年月日
	耐用年数
	保管場所
	補助率
	備　　考

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）１．対象となる取得財産等は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）第１３条第１号から３号
　　　　に定める財産、取得価格又は効用の増加価格が本交付要綱第２１条第１項に定める処分制限額以上の財産とする。
　　　２．財産名の区分は、(ア)不動産、（イ）車両及び運搬具、工具、器具及び備品、機械及び装置、(ウ)その他の物件とする。
　　　３．数量は、同一規格等であれば一括して記載して差し支えない。単価が異なる場合は分割して記載すること。
　　　４．取得年月日は、検収年月日を記載すること。
　　

（別記第１０号様式）                                                    
                                                           　　         番　　　　　号
令和    年    月    日
（補助事業者の名称）

　　殿
                                                東京都知事　　　　　　　印
令和　　年度商店街災害復旧等事業費補助金に係る確定通知書
　令和　　年　　月　　日付け第　　号をもって申請のありました令和　　年度商店街災害復旧等事業費補助金については、商店街災害復旧等事業費補助金交付要綱第１６条の規定に基づき、下記のとおり確定しましたので通知します。

記
１　交付決定額　　　　　　　金　　　　　　　　　　  円
２　交付確定額 　　　　　　金　　　　　　　　　　  円
（注）本様式は、日本工業規格Ａ４判とすること。
（別記第１１号様式）  
                                               　　　　　　　 令和    年    月    日
東　京　都　知　事　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　住  　所 

                                   　 　　　名　  称　

　　　　　                              　　代表者名　　          　　  　    印
令和　　年度商店街災害復旧等事業費補助金に係る精算払請求書
　
　令和　　年　　月　　日付け第　　号をもって交付確定（決定）通知があった上記の補助事業について、商店街災害復旧等事業費補助金交付要綱第１７条第２項の規定に基づき下記のとおり請求します。

                                          記
金　　　　　　　　　　　　　　円

１　交付確定（決定）額　　　　　　　　　　　　　　円
２　概算払受領済額　　　　　　　　　　　　　　　　円
３　今回請求額　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
４　概算払を必要とする理由
（注）本様式は、日本工業規格Ａ４判とすること。

（別記第１２号様式）  
                                                           令和     年    月    日

東　京　都　知　事　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　住  　所 

                                   　 　　　名　  称　

　　　　　                              　　代表者名　　          　　  　    印
令和　　年度商店街災害復旧等事業費補助金に係る
消費税額及び地方消費税額の額の確定に伴う報告書
　令和　　年　　月　　日付け第　　号をもって交付決定通知があった上記の補助事業について、商店街災害復旧等事業費補助金交付要綱第１８条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

                                          記
１　補助金額（知事が確定通知書により通知した額）　　　　　　　　　　　　　　　　円

２　補助金の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額　　　　　　　　円

３　消費税額及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る消費税及び地

方消費税に係る仕入控除税額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

４　補助金返還相当額（３－２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 円
　（注１）別紙として積算の内訳を添付すること。

（注２）課税事業者の場合であっても、単純に補助金の１０パーセント相当額が消費税及び地方消費税に係る仕入控除による減額等の対象額ではない。
（注３）本様式は、日本工業規格Ａ４判とすること。

（別記第１３号様式）  
                                                           令和     年    月    日

東　京　都　知　事　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（申請者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　住  　所 

                                   　 　　　名　  称　

　　　　　                              　　代表者名　　          　　  　    印
令和　　年度商店街災害復旧等事業費補助金に係る取得財産等の処分承認申請書
　令和　　年　　月　　日付け第　　号をもって交付決定通知があった上記補助事業により取得した財産等を下記のとおり処分したいので、商店街災害復旧等事業費補助金交付要綱第２１条第２項の規定に基づき、承認されるよう申請します。

                                          記
１　取得資産の品目及び取得年月日

２　取得価格及び時価

３　処分の方法

４　処分の理由

（注）本様式は、日本工業規格Ａ４判とすること。
